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○ 確認事項１ 

 ３号機と５号機の主蒸気系配管の評価結果の差異について考察すること。な

お，考察に当たっては，以下についても検討すること。 

①３号機と５号機の水平方向の PCV-RPV モデルは同様であるものの，原子炉

圧力容器の１次固有振動数付近の評価用床応答スペクトルに比較的顕著な

差異が認められ，この差異について，どの基準地震動においてどのような仕

様，解析条件の違いによって生じているのか。 

②原子炉圧力容器の 1 次固有振動数付近における評価用応答スペクトルの震

度値だけでは評価結果の差異を説明できないので，必要に応じて配管系の固

有振動数の寄与なども考慮すること。 

 

○回答１ 

 主蒸気系配管における地震応答解析の概要を図 1-1，1-2 に示す。 

計算値の差異を考察するにあたって，①配管の地震応答解析における入力の差

異，②結果の差異に分けて考察を実施した。 

 

 
図 1-1 主蒸気系配管における地震応答解析の概要 
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図 1-2 応答スペクトルの包絡，±10%拡幅について（1F-3） 

 

①配管の地震応答解析における入力の差異について 

 評価対象の主蒸気系配管は，原子炉格納容器-原子炉圧力容器解析モデル（以

下 PCV-RPV 解析モデルという）の地震応答解析により算定される原子炉遮へい

壁の応答スペクトルを用いて評価する。 

原子炉遮へい壁は，原子炉建屋からシヤラグ，PCV スタビライザを介して接

続されており，1F-3，1F-5 について PCV-RPV 解析モデルにおける当該経路に着

目して応答を比較した。 

 RPV 系の 1 次固有周期※に着目して比較した結果，原子炉建屋 3 階の当該固有

周期において，1F-5 の方が約 1.3 倍の応答となっており，その特徴がシヤラグ，

PCV スタビライザを介して原子炉遮へい壁に伝わること（約 1.4 倍）が確認さ

れた（図 1-3）。 

 また，図 1-4，図 1-5 にそれぞれ 1F-5，1F-3 の PCV-RPV 解析モデルにおける

Ss-1～Ss-3（NS，EW）の応答を比較した。主蒸気系配管に用いた応答スペクト

ルに着目すると，RPV の 1 次固有周期においては，Ss-1～Ss-3（NS，EW）全て

の応答が増幅され，その中で Ss-1（EW）が大きい値を示すことがわかる。 
※PCV-RPV 解析モデルにおける RPV の 1 次固有周期は以下のとおり。 

1F-3：0.124［s］，1F-5：0.123［s］ 
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図1-3 PCV-RPV解析モデル各部における応答の比較（1F-3，1F-5） 
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図1-5 1F-3 Ss-1，2，3の比較 
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図 1-6 主蒸気系配管の評価に用いる水平
方向応答スペクトルと各モードにお
ける固有周期（1F-3，1F-5） 

②結果の差異 

 1F-3と1F-5それぞれの主蒸気系配管について，計算値への寄与が大きいと考え

られるモードに着目すると，その固有周期と震度の関係から（図1-6），1F-5の主

蒸気系配管の方が1次固有周期が短周

期側にあり，評価において1F-3に比べ

て大きい震度を用いていることがわか

る。図1-7～8にそれぞれの振動モード

図を示す。 

主蒸気系配管は基本的な引き回しは

類似しているが，逃がし安全弁からサ

プレッションチェンバへつながる配管

ルート，配管支持構造物の設置位置等

が異なることから（図1-9），配管の固

有振動数，刺激係数等の振動特性が異

なる（表1-2～1-5）。 

これらの条件の差異を含めて入力

条件による差異を分析するため，1F-3

の主蒸気系配管モデルに1F-5の主蒸

気系配管評価に用いた応答スペクト

ルを用いて地震応答解析を実施した

（検討ケース1）。 

 その結果（表1-1，図1-10参照），入力の差異による計算値の差異は約20%であ

り，モデルが異なることによる計算値の差異が約80%と大きいことを確認した。 

なお，1F-5の主蒸気系配管モデルに1F-3の主蒸気系配管評価に用いた地震の入

力条件（応答スペクトル）を用いて地震応答解析を実施した（検討ケース2）結

果においても，同様な傾向を示していた。 

 

表1-1 主蒸気系配管における検討結果 

 モデル 
評価用床応答

スペクトル 
評価部位 計算値 評価基準値

報告値 1F-3※1 
逃がし安全弁

の付け根部※2 
183MPa 417MPa 

検討ケース1 

1F-3の主蒸気系配管

モデル（中間報告） 
1F-5※1 

逃がし安全弁

の付け根部※2 
211MPa 417MPa 

報告値 1F-5※1 
逃がし安全弁

の付け根部※2 
356MPa 417MPa 

検討ケース2 

1F-5の主蒸気系配管

モデル（中間報告） 
1F-3※1 

逃がし安全弁

の付け根部※2 
324MPa 417MPa 
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配管の 1 次固有周期（1F-5）

配管の 2 次固有周期（1F-5）

配管の 3 次固有周期（1F-5）

配管の 5 次固有周期（1F-5）
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図 1-7（1） 福島第一 5 号機 主蒸気系配管 振動モード図

1 次（固有周期：0.156s）

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ サプレッション 
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁 

2 次（固有周期： 0.130s）

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 
サプレッション
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁
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図 1-7（2） 福島第一原 5 号機 主蒸気系配管 振動モード図

5 次（固有周期：0.110s）
3 次（固有周期：0.122s）

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ サプレッション
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁 

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 
サプレッション
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁
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図 1-8（1）福島第一 3 号機 主蒸気系配管 振動モード図

3 次（固有周期：0.119s）

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 

サプレッション
チェンバへ 

サプレッション 
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 

サプレッション 
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁

1 次（固有周期：0.216s）
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図 1-8（2）福島第一 3 号機 主蒸気系配管 振動モード図

12 次（固有周期：0.087s）4 次（固有周期：0.112s）

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 

サプレッション
チェンバへ 

サプレッション 
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁

最大応力発生点 

原子炉圧力容器 

タービンへ 

サプレッション 
チェンバへ 

サプレッション
チェンバへ 

主蒸気逃がし安全弁
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図1-9 福島第一5号機と3号機における主蒸気系配管の地震応答解析モデル 

福島第一原子力発電所３号機福島第一原子力発電所５号機 福島第一原子力発電所３号機福島第一原子力発電所５号機

サプレッションチェンバへ 

サプレッションチェンバへ 

原子炉圧力容器 

タービンへ 

最大応力発生点 

タービンへ 

原子炉圧力容器 

サプレッション
チェンバへ 

最大応力発生点 

サプレッション
チェンバへ 

：スナッバ，レストレント設置位置 
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表 1-2 福島第一 5 号機の主蒸気系配管における固有周期と刺激係数の関係 

 

表 1-3 福島第一 3 号機の主蒸気系配管における固有周期と刺激係数の関係 

 

表 1-4 福島第一 5 号機の主蒸気系配管における算出応力への寄与が大きいモード 

※分岐管に生じるモーメントを基に算出した応力を福島第一 5 号機の 1 次モード，Z 方向の
値にて除した値。 
 

表 1-5 福島第一 3 号機の主蒸気系配管における算出応力への寄与が大きいモード 

※分岐管に生じるモーメントを基に算出した応力を福島第一 5 号機の 1 次モード，Z 方向の
値にて除した値。 
 

刺激係数 
モード次数 固有周期［s］ 

X Y Z 

1 次 0.156 0.147 0.429 0.478 

2 次 0.130 0.037 0.503 0.146 

3 次 0.122 0.197 0.046 0.210 

5 次 0.110 0.706 0.072 0.135 

刺激係数 
モード次数 固有周期［s］ 

X Y Z 

1 次 0.216 0.130 0.022 0.233 

3 次 0.119 0.161 0.505 0.788 

4 次 0.112 0.422 0.166 0.284 

12 次 0.087 0.503 0.090 0.225 

算出応力の比率※ 
モード次数 固有周期［s］ 

X Y Z 

1 次 0.156 0.31 0.70 1.00 

2 次 0.130 0.03 0.15 0.14 

3 次 0.122 0.14 0.01 0.15 

5 次 0.110 0.58 0.01 0.11 

算出応力の比率※ 
モード次数 固有周期［s］ 

X Y Z 

1 次 0.216 0.09 0.03 0.16 

3 次 0.119 0.15 0.19 0.72 

4 次 0.112 0.19 0.03 0.13 

12 次 0.087 0.26 0.05 0.12 
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図1-10 主蒸気系配管における検討結果（1F-3，1F-5） 
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○ 確認事項２ 

 複数の階にまたがって設置されている配管等の設備について，異なる階にお

けるサポート点間の鉛直方向の相対変位に対する評価上の考え方，取り扱いに

ついて説明すること。 

 

○回答２ 

構造強度評価における応力の分類としては一次応力と二次応力があり，耐震

安全性評価では機器の破壊に直結する一次応力を基本として評価を行っている。

一次応力と二次応力は「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG 4601-1987」（以

下 JEAG と記載する）では以下のように定義されている。 

 一次応力：外力，内力及びモーメントに対して単純な平衡の法則を満足す

る垂直応力又はせん断応力であり，自己制御性がない。 

 二次応力：隣接部分の拘束又は自己拘束により生じる垂直応力又はせん断

応力であり，自己制御性がある。 

この定義から，相対変位により発生する応力は，二次応力に分類される。 

 

 

ここで，参考として福島第一原子力発電所 3 号機の残留熱除去系配管の一次+

二次応力評価について示す。当該配管は原子炉建屋 5 フロアに渡っており，そ

れぞれのフロアの相対変位を評価に考慮している。当該配管の設置範囲を図 2-1

に示す。各フロアの相対変位は，図 2-2 に示すモデルで地震応答解析を行なうこ

とで算出される。 

当該配管はクラス 3配管に分類される。クラス 3配管の一次+二次応力は JEAG

に基づき下式により算出する。 

 

Z

MiMi0.75
Sn

c2b1 
  

 

 

 

 

 評価結果を表 2-1 に示す。計算値は評価基準値以下であることを確認した。 

 なお，一次+二次応力評価において計算値が評価基準値（クラス 3 配管におい

ては 2Sy[Sy：設計降伏点]）を上回った場合，JEAG に基づき地震動のみによる

疲労評価を行い，疲れ累積係数が 1 以下となることを確認することとしている。 

Sn ：一次+二次応力 
i1，i2 ：応力係数 
Mb ：基準地震動 Ss の慣性力により生じるモーメントの全振幅※ 
Mc ：基準地震動 Ss の相対変位により生じるモーメントの全振幅※

Z ：管の断面係数 

※ 水平方向と鉛直方向のモーメントの重ね合わせは，

二乗和平方根によって行なう。 
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図 2-1 福島第一 3 号機 原子炉建屋 

残留熱除去系配管の範囲 

 

 

 

 

 

-2.06m 

10.2m 

18.7m 

26.9m 

32.3m 

：残留熱除去系配管の範囲
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      水平方向             鉛直方向 

 

図 2-2 福島第一 3 号機 原子炉建屋解析モデル 

 

 

 

表 2-1 福島第一 3 号機 残留熱除去系配管における一次+二次応力 

一次+二次応力の内訳 
地震慣性力 
による応力 

地震相対変位 
による応力 

一次+二次応力 
計算値 

評価基準値 

314 54 368 418 

 

 

-2.06m

10.2m

18.7m

26.9m

32.3m

[単位：MPa]
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○ 確認事項３ 

 鉛直方向に係る配管系サポートについて，試験等の結果を活用した減衰定数

を適用するための条件を満たしているか確認すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○回答３ 

 配管区分Ⅰであることを判断する際には，水平，鉛直方向の区別なく，スナ

ッバおよびレストレントの数が 4 個以上あることを確認している。 

 福島第一 3 号機の耐震安全性評価中間報告における配管の評価対象である残

留熱除去系配管，主蒸気系配管の支持構造物（スナッバ，レストレント）の設

置位置を図 3-1，図 3-2 にそれぞれ示す。 

 

 いずれも 4 個以上の支持構造物を有しており，配管区分はⅠである。 

残留熱除去系配管：13 個 

主蒸気系配管：33 個 

 

構造 A25-2-1 の再掲 
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図 3-1 福島第一 3 号機 残留熱除去系配管における支持構造物の設置位置 

：スナッバ，レストレント設置位置 

：上下方向を拘束している支持構造物※ 

※水平方向も拘束している支持構造物を含む 

原子炉格納容器（PLR 系）へ 

原子炉格納容器（ドライウェルスプレイ）へ 

原子炉格納容器 
（サプレッションチェンバ）へ 

残留熱除去系 
熱交換器より 

残留熱除去系（A 系）へ 
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図 3-2 福島第一 3 号機 主蒸気系配管における支持構造物の設置位置 

：スナッバ，レストレント設置位置 

：上下方向を拘束している支持構造物※ 

※水平方向も拘束している支持構造物を含む 

サプレッションチェンバへ 

サプレッションチェンバへ 

原子炉圧力容器 

タービンへ 
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○ 確認事項４ 

 コンクリート圧縮強度の頻度分布から平均値±標準偏差の値を求め，解析採用

値からの変動幅として表示しているが，参照している（社）日本電気協会の検

討における変動幅の定義と整合しているか確認すること。 

 

○回答４ 

 上記の耐震設計分科会資料における鉛直地震動に対する床応答スペクトルの

拡幅率の検討に関しては，以下の床応答スペクトルを重ね合わせ，影響因子（地

盤剛性，建屋剛性）の変動を踏まえた床応答スペクトルをカバーするために必

要な拡幅率を評価している。 

・ 基準剛性に基づく床応答スペクトル 

・ 影響因子（地盤剛性，建屋剛性）の変動を踏まえた床応答スペクトル 

 地盤剛性を±10%，±20%，±50%，建屋剛性を±10%，±20%，±

30%変動させた場合の原子炉建屋の鉛直方向の地震応答解析を実施 

 

 この中で，地盤剛性，建屋剛性の現実的な変動幅の算定にあたっては，地盤

剛性，建屋剛性のデータにおける標準偏差に基づいて，地盤剛性が-20%～+20%，

建屋剛性が 0%～+20%であることを確認し，検討に用いたパラメータの変動幅

（地盤剛性：±50%，建屋剛性：±30%）が十分であることを説明している。 

 

 

参考文献 

（社）日本電気協会，「参考資料 4.7 鉛直方向の設計用床応答スペクトルの拡

幅率，第 29 回耐震設計分科会資料 No.29-4-5-7，平成 20 年 1 月 18 日」
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 第 29 回耐震設計分科会資料より抜粋 

（平成 20 年 1 月 18 日） 



 

 

22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 29 回耐震設計分科会資料より抜粋 

（平成 20 年 1 月 18 日） 
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第 29 回耐震設計分科会資料より抜粋 

（平成 20 年 1 月 18 日） 
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○ 確認事項５ 

 炉心支持構造物のシュラウドサポートレグの評価については，軸対称FEM解析により

応力評価を実施していると思うが，解析条件の詳細や，応力評価結果をわかりやすく示

すこと。 

 

○回答５ 

シュラウドサポートは原子炉圧力容器下部に設置されており，その上端で炉心シュラ

ウドを支持している（図 5-1）。ここでは，シュラウドサポートレグの詳細評価（設計時

と同様の評価）のプロセスについて一次一般膜応力を例に示す。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 シュラウドサポート外形図 

 

炉心シュラウド

上部格子板

炉心支持板

シリンダ

プレート

レグ

原子炉圧力容器

プレート 
（板厚：約 50mm）

レグ 
（板厚：約 60mm）

シリンダ 
（板厚：約 50mm）

約 7m 

約 5m 

原子炉圧力容器

約 1.5m
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1．応力算出 

シュラウドサポートの評価は，水平力，モーメント，鉛直力を用いて計算機コードに

より行なう。計算モデルを図 5-3 に示す。 

水平力，モーメント，鉛直力は，シュラウドサポートにおいては炉内構造物連成モデ

ルを用いて解析を行なうことで算出し，圧力容器においては圧力容器－格納容器連成モ

デルを用いて解析を行なうことで算出する。各連成モデル及び荷重評価部位を図 5-4 に，

算出した水平力，モーメント，鉛直力を表 5-1 に示す。 

計算機コードによる解析では，水平力による各方向の応力，モーメントによる各方向

の応力，鉛直力による各方向の応力をそれぞれ算出し，それら全てを組合わせることで

地震による各方向の応力を算出する。地震による各方向の応力は，地震以外による各方

向の応力と組合わせ，応力強さを評価する。応力強さの算出について，表 5-2 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

組合わせ応力
（σt,σl,σr,τtl,τlr,τrt） 

地震による 
各方向の応力 

計算機コードによる解析 

圧力容器－格納容器連成解析

炉内構造物連成解析 

差圧のよる 
各方向の応力 

（設計時の値）

外荷重による 

各方向の応力 
（設計時の値）

水平力 モーメント 鉛直力

水平力による 

各方向の応力 
モーメントによる

各方向の応力 
鉛直力による

各方向の応力

主応力 
（σ1，σ2，σ3）

応力強さ＝max（|σ1‐σ2|，|σ2‐σ3|，|σ3‐σ1|） 

（最大せん断応力説） 

図 5-2 シュラウドサポートの評価フロー
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図 5-3 計算モデル 

 
 

原子炉圧力容器基礎ボルト中心

ボルト中心：半径，上下方向拘束

ボルト中心以外：半径方向自由 
        上下方向拘束 半径方向拘束 

上下方向自由 

鉛直力 2 
鉛直力 1

水平力

モーメント
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図 5-4 シュラウドサポートの評価に用いる水平力，モーメント，鉛直力の評価部位 

 
 

表 5-1 シュラウドサポートの評価に用いる水平力，モーメント，鉛直力 

地震荷重種別 Ss 地震荷重 

水平力 2440 [kN] 

モーメント 13600 [kN・m] 

鉛直力 1 783 [kN] 

鉛直力 2 2710 [kN] 

 

水平力， 
モーメント 
評価部位 

炉内構造物連成解析モデル

水平方向 
炉内構造物連成解析モデル

鉛直方向 
圧力容器－格納容器連成解析モデル

鉛直方向 

軸力 1 
評価部位

軸力 2 
評価部位
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表 5-2 シュラウドサポートレグに発生する一次一般膜応力評価 

 
 

レグに発生する

応力 
 [MPa] 

σt 0 
σl 28.96 

σr 29.77 
基準地震動 Ss 
による応力 

水平力，モーメント，

鉛直力 1，鉛直力 2 に

よる応力の組み合わせ
τlr 34.49 
σt 0 
σl 9.00 
σr 11.00 

差圧による 
応力 

τlr 11.00 
σt 0 
σl -3.00 
σr -4.00 

地震以外による応力 
（設計時の値） 

外荷重による応力 

τlr -3.00 
∑σt 0 
∑σl 34.96 
∑σr 36.77 
∑τtl 0 
∑τlr 42.49 

地震による応力 
+ 

地震以外による応力 
組合せ応力 

∑τrt 0 
σ1 78.35 
σ2 -6.64 主応力*1 
σ3 0 

応力強さ*2 
（一次一般膜応力） 

σ 84.98 

*1 主応力は，組合せ応力を下式に代入しσについて解くことで算出される。 

 σ3－(σt＋σl＋σr)σ
2＋(σtσl＋σlσr＋σrσt－τtl

2－τlr
2－τrt

2)σ 

－(σtσlσr－σtτlr
2－σlτrt

2－σrτtl
2＋2τtlτlrτrt) = 0 

*2 応力強さは，主応力を下式に代入し，解くことで算出される。 

 σ = MAX{ |σ1－σ2| ，|σ2－σ3| ，|σ3－σ1| } 

 

  

 

 

 

σt ：周方向応力 
σl ：軸方向応力 
σr ：半径方向応力 
σ1，σ2，σ3：主応力 
σ ：応力強さ 
τtl，τlr，τrt：せん断応力 
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2．評価結果 

 シュラウドサポートレグの評価結果を表 5-3 に示す。計算値は評価基準値以下である

ことを確認した。 

 

表 5-3 シュラウドサポートレグの評価結果 

応力分類 
計算値 
[MPa] 

評価基準値 
[MPa] 

一次一般膜応力 85 300 
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○ 確認事項６ 
 資料における応答倍率法の目的の記載については，「応答倍率法による計算値は・・・

詳細評価を行う設備を選定するスクリーニングのための値」としているが，将来的に最

終報告などで詳細法を適用するように誤解される可能性もあるので，表現を再検討した

方がいい。 

 

 

○回答６ 

 ご指摘のとおり，最終報告時には詳細評価による計算値に値を見直すとの誤解を招く

可能性を考慮し，以下のように記載を適正化することとする。 

 なお，応答倍率法による計算値は地震による算出応力そのものを示しているわけ

ではないが，便宜上，算出応力として報告書に記載。 

 

次ページに以上を踏まえた「応答倍率法の基本的な考え方」を示す。 
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